
部門経営責任者 保健福祉部長 高橋　茂
市立病院事務長 打越　勝利
消防長 川崎　久

本部門は組織一体となって、下記の業績目標の達成に取組みます。
上記目標の達成状況は、原則として平成22年9月までに報告します。

平成21年度　生活支援政策部門業績目標

事業名称等

地域福祉計画推進事業

事
業
分
類

No.

管理通番
実　施
計　画

５つの
宣　言

99

3

事業
内容

達成
目標

101

　知的障害者の雇用の安定と今後の就労の定着を図るため、知的障害者を雇用した事
業主に対して、障害者１人につき月３万円を支給します。
  なお、この事業は、有利な財源の活用のため、平成21年度に予定していた事業につ
いて、財源充当が可能な地域活性化・生活対策臨時交付金を平成20年度補正予算で充
当し、事業費4,680千円の予算を繰越して平成21年度に実施します。

392

部

社会福祉施設等通所交通費補助事業

事業名称等

通番
事
業
分
類知的障害者雇用報奨金支給事業2 100

管理
事業名称等

No.

1

　平成17年度からスタートした地域福祉計画について、経年によるニーズの変化や制
度変更等を踏まえ、見直しを行い、平成22年度から5年間の計画策定を行います。

○

生活支援
本年度（平成２１年度）の事業目標

計画策定完了

3,480

216

部

事業費総額
(千円)

事業費
(千円)

事業
内容

その他
の課題

生活支援総務室

部門

保健福祉部

課

達成
目標

５つの
宣　言

その他
の課題

392

人件費相当額
(千円)

実　施
計　画

3,264

その他
の課題

５つの
宣　言

○

実　施
計　画管理

No.

事業費総額
(千円)

通番

達成
目標

人件費相当額
(千円)

雇用される知的障害者数　13名

本年度（平成２１年度）の事業目標

人件費相当額
(千円)

課

5,646

障害者の社会参加者数の増（新規1名増）

事業費総額
(千円)

6,266

　市内外の社会福祉施設等に通所する障害者に対して、交通費相当額を支給します。
対象者
・知的障害児通園施設、肢体不自由児施設、身体障害者更生援護施設、知的障害者援
護施設に通所する人
・デイサービスを利用するため障害児施設に通所する人
・障害者地域作業所に通所する人

福祉課

生活支援

620

事業費
(千円)

保健福祉部

部門

○

事
業
分
類

事業
内容 課

保健福祉部部

0

福祉課

事業費
(千円)

部門
本年度（平成２１年度）の事業目標

生活支援

1



福祉課

490

事
業
分
類

部門 生活支援

保健福祉部

588

福祉課

○

５つの
宣　言

事業費総額
(千円)

64

事業費総額
(千円)

554

人件費相当額
(千円)

　在宅の障害児を介護することにより生じる様々な負担の軽減を図るために、心身障
害児に対して月額2,000円の手当てを支給します。
対象者
・20歳未満で知能の程度が中等度以下と判定された人
・20歳未満で身体障害者手帳１～３級を所持する人

105

部門

人件費相当額
(千円)

課

生活支援

保健福祉部

その他
の課題

達成
目標

本年度（平成２１年度）の事業目標
部門

5

達成
目標

No.

管理通番

生活支援

7,783

保健福祉部

　知的障害児等とその保護者に対して、基本的生活訓練や障害の正しい理解と適切な
養育技術の習得を支援します。
指導の内容
・児童には、身辺処理、絵画製作、会話、遊戯、運動、食事等を通じて、感覚、観察
力、表現力、運動機能、社会性等日常生活及び自立に必要な訓練を行います。
・保護者には、障害の正しい理解、家庭における訓練及びしつけの方法等、養育上必
要なことについて相談指導を行います。 事業費

(千円)

課

1024

関係機関との協議の実施

管理

達成
目標

事業
内容

手当の受給者数　56人（100%）

6

生活訓練会に参加した心身障害児の述べ利用回数　1,052回以上

通番

No.

104

委員会開催数　１回

達成
目標

　福祉、保健の関係者や学識経験を有する者等で構成する障害者福祉計画推進委員会
で策定した計画の進行管理をしていきます。

事業費
(千円)

部

実　施
計　画

事業名称等

障害福祉計画等策定事業

本年度（平成２１年度）の事業目標

事業
内容

管理

7

通番

人件費相当額
(千円)

1,894

部

事業費総額
(千円)

1,175

本年度（平成２１年度）の事業目標

５つの
宣　言

心身障害児手当支給事業

部

事
業
分
類

課

No.

通番
事業名称等 事

業
分
類

実　施
計　画

事業
内容

No. その他
の課題

1,306

8,958

福祉課

○

事業費
(千円)

3,003

福祉課

事業名称等 事
業
分
類障害者施設整備事業

５つの
宣　言

○

実　施
計　画

その他
の課題

本年度（平成２１年度）の事業目標

　民間事業所が知的障害者施設を設置するための準備をします。
　（国・県協議、事業者選定）

部 保健福祉部

課

事業費
(千円)

18

事業
内容

103 心身障害児生活訓練会事業

その他
の課題

実　施
計　画

事業名称等
管理

部門 生活支援

５つの
宣　言

○

人件費相当額
(千円)

3,021
事業費総額

(千円)

2



事業名称等 事
業
分
類

事
業
分
類母子・父子等福祉推進事業

部

課

事業費
(千円)

事業費総額
(千円)

事業費総額
(千円)

518

管理

達成
目標

11 109

本年度（平成２１年度）の事業目標

事業名称等

事業
内容

　母子家庭等の自立した生活を支援するために、日々の生活、子どもの養育、教育関
係等の相談業務や学費等の貸付を始めとした経済的な援助事務を行います。

新規相談件数500件

実　施
計　画

部門

部

課

人件費相当額
(千円)

457

○

事業費
(千円)

1079

５つの
宣　言

地域福祉センターの運営方法の継続的検討

通番

本年度（平成２１年度）の事業目標

通番 管理

10

No.

達成
目標

その他
の課題

５つの
宣　言

本年度（平成２１年度）の事業目標

0

福祉課

1,208

人件費相当額
(千円)

平成22年以降の地域福祉センターの指定管理者の決定
部内での検討着手

管理

達成
目標

制度の利用者数　83名

通番
事業名称等

392

489

事
業
分
類 ○

５つの
宣　言

実　施
計　画

881

1,208

達成
目標

事業
内容

　現在指定管理者を導入している地域福祉センターについて、指定管理者を決定し指
定管理者制度による施設運営を継続します。
　また、引き続き指定管理者制度の継続、譲渡（民営化）又は廃止の運営方法につい
て部内で検討します。

保健福祉部

○

生活支援

No.

実　施
計　画

保健福祉部

その他
の課題

その他
の課題

部門

事業費総額
(千円)

人件費相当額
(千円)

事業費総額
(千円)

5,511

事業
内容

108

在宅重度障害者福祉タクシー助成事業

重度障害者の社会参加者数の増加（使用されたタクシー券7,532枚）

　障害者の積極的な社会活動への参加と生活圏拡大の促進を図るために、在宅の重度
障害者に対して、1枚600円の福祉タクシー利用券を年間で最高48枚まで交付します。
対象者
・身体障害者手帳を所持している、下肢障害、体幹機能障害、視覚障害が2級以上、又
は上肢障害、内部障害が1級以上の人
・身体障害者手帳を所持している、下肢及び上肢、下肢及び体幹、下肢・上肢及び体
幹の重複障害が2級以上の人
・知能指数が35以下と判定された人又は療育手帳を所持している障害の程度がＡ2以上
の人

No.

生活支援

61

子育て支援課

保健福祉部

部門

事
業
分
類

５つの
宣　言

○

生活支援

人件費相当額
(千円)

部門

実　施
計　画

4,728

783

その他
の課題

福祉課

部

事業費
(千円)

課

保健福祉部

管理
事業名称等

身体障害児者ストマ用装具助成事業8 106

No.

通番

　日常生活の向上を支援するために、ストマ（人工肛門）用装具の装着を必要とする
人に対して、自己負担額の一部を助成します。
対象者
・身体障害者手帳（ぼうこう又は直腸の機能障害）の交付を受けている人

事業費
(千円)

部

事業
内容 課

生活支援
本年度（平成２１年度）の事業目標

福祉課

3



事業
内容

　中学1年生及び高校3年生相当の年齢を対象として、麻しん風しん予防接種を実施し
ます。
　対象者は、麻しんに関する特定感染症予防指針H19.12.28　厚生労働省告示第442号
にうたわれており、１０代２０代を中心とした年齢層で麻しんが流行したため、予防
接種を５年間の時限措置で中１と、高３を対象に行なっています。

事業名称等 事
業
分
類幼・保育園歯みがき指導事業

事業費総額
(千円)

達成
目標

管理

No.

本年度（平成２１年度）の事業目標

14 112

部門

５つの
宣　言

その他
の課題

事
業
分
類

実　施
計　画

○

　心理発達面での問題を抱えている子に対して、就学前に発育・発達の遅れ等を発見
できるよう、養育面での具体的なアドバイスを行うことで、当該児童の成長を促す効
果を高める機会を設けるため、幼稚園及び保育園において、児童の観察及び保育者へ
の相談指導を行います。

課

保健福祉部

本年度（平成２１年度）の事業目標
部門 生活支援

子育て支援課

部

通番

3,307

人件費相当額
(千円)

3,101

事業名称等 事
業
分
類麻しん風しん予防接種事業（時限措置分）

相談件数98件（延べ）

113 ○

2,611

3,708
事業費総額

(千円)

人件費相当額
(千円)

15

課

　幼稚園児・保育園児に対して、乳歯の頃から正しい磨き方を習得できるように、歯
磨き指導・フッ素洗口・歯科医師等による指導を行います。

達成
目標

参加人数826人

生活支援

保健福祉部

本年度（平成２１年度）の事業目標
部門

部

事業
内容

1,097

子育て支援課

事業費
(千円)

9,514

５つの
宣　言

その他
の課題

達成
目標

接種率80% 人件費相当額
(千円)

実　施
計　画管理

No.

通番

6,707

部

事業費
(千円)

2,807

課 子育て支援課

保健福祉部

生活支援

206

５つの
宣　言

事業費
(千円)

その他
の課題

事業費総額
(千円)

実　施
計　画

○

事業
内容

通番 管理

○13 111

実　施
計　画

事業名称等 事
業
分
類心理巡回相談事業

事業名称等

次世代育成支援事業

事業
内容

　市役所職員の行政的な見地だけでなく、第三者的な公平性を有しながら、民間事業
者の知識と専門的な観点をもつ委員で組織された三浦市次世代育成支援対策地域協議
会において、子育て支援施策に関して協議・検討を行い、市政に反映させていきま
す。

12

No.

通番

110

管理

事業費
(千円)

本年度（平成２１年度）の事業目標
部門

保健福祉部

生活支援

320

子育て支援課

部

課

No.

協議会で出された意見数１以上

達成
目標

5,020

５つの
宣　言

4,700
人件費相当額

(千円)

その他
の課題

事業費総額
(千円)

4



事業名称等 事
業
分
類がん検診事業

　結核の予防・まん延を防ぐため、健診事業を推進します。

本年度（平成２１年度）の事業目標

達成
目標

受診者数　　95人
1,403

事業費総額
(千円)

1,462

人件費相当額
(千円)

その他
の課題

事業名称等 事
業
分
類住民結核健康診査事業

５つの
宣　言

実　施
計　画

○

事業費
(千円)

事業
内容

59

課

生活支援部門

部 保健福祉部

1,618

19

生活支援

保健福祉部

通番

達成
目標

1,142

事業
内容

117

115

52,573

○

健康づくり課

No.
事業名称等 事

業
分
類成人歯科健康診査事業11618

通番 管理

受診者数
肺がん：2,662人、子宮がん：1,886人、乳がん：1,331人、大腸がん：2,551人、胃が
ん：886人

人件費相当額
(千円)

60,896
事業費総額

(千円)

実　施
計　画

５つの
宣　言

その他
の課題

○

8,323

17

達成
目標

受診者数　690人

事業費総額
(千円)

人件費相当額
(千円)

No.

健康づくり課

管理

　口腔衛生意識の啓発と歯の喪失主因となる、う蝕（むし歯）及び歯周疾患の予防の
ため、歯科健診を実施します。

部

課

事業費
(千円)

健康づくり課

476

部門
本年度（平成２１年度）の事業目標

その他
の課題通番

部 保健福祉部

No.

生活支援

事業
内容

本年度（平成２１年度）の事業目標

管理

部門

事業費
(千円)

　肺・胃・大腸・子宮・乳がん検診を、集団・個別方式によって行います。
肺・胃　集団・大腸がん　40歳以上　　胃がん　個別　40歳以上5歳ごと
子宮がん　20歳以上
乳がん　集団　30歳以上　個別　40歳以上

実　施
計　画

課

　障害児保育事業…各保育所に対し、毎月1日現在の特別児童扶養手当支給に関する法
律に基づく対象障害児に該当する児童数に応じて運営費を助成します。
　児童入所運営助成…各保育所に対して、毎月1日現在の児童数に応じて1人500円の運
営費を助成します。

達成
目標

1,469

事業費総額
(千円)

5,309

保育実施内容に係る苦情件数 0件 人件費相当額
(千円)

3,840
事業費
(千円)

５つの
宣　言

課 子育て支援課

本年度（平成２１年度）の事業目標
部門

事業
内容

部

実　施
計　画

保健福祉部

生活支援

○

管理
事業名称等 事

業
分
類

その他
の課題

５つの
宣　言

16 114

No.

民間保育所振興事業（市単独事業分）

通番

5



実　施
計　画

○

保健福祉部

事業名称等 事
業
分
類小児医療費助成事業（市単独分）

部門

事
業
分
類ひとり親家庭等医療費助成事業（市単独分）

本年度（平成２１年度）の事業目標

23 121

事業
内容

　疾病の予防・早期発見のため、健康診査事業を推進します。後期高齢者の健康診査
である「なごみ健診」について、これまでは個別健診のみ行っていましたが平成２１
年度からは集団健診においても対象とし、受診機会の拡大による受診者の増加を図り
ます。

部

部門

健康管理事業

その他
の課題

人件費相当額
(千円)

管理

No.

No.

事業
内容

管理

本年度（平成２１年度）の事業目標

事業名称等

５つの
宣　言

その他
の課題

事
業
分
類

健康づくり課

事業費
(千円)

通番

20

実　施
計　画

生活支援

○

9,833

事業名称等

2,576

５つの
宣　言

生活支援

5,451

事業費総額
(千円)

15,284

実　施
計　画

保健福祉部

課

健康診査事業（一般）118

就学前児童2,000人に対する医療費の自己負担額（保険適用分）の支給 人件費相当額
(千円)

事業費総額
(千円)

保険年金課

9,027

1,632

事業
内容

達成
目標

○

部門

通番

事業
内容

21

事業費
(千円)

119

事
業
分
類

事業名称等

事業費
(千円)

事業費総額
(千円)

本年度（平成２１年度）の事業目標

５つの
宣　言

部

部門
　小児が医療機関を受診した際の自己負担額（保険適用分）を全額助成することによ
り、経済的負担を軽減します。なお、平成２２年度から対象年齢を１学年ずつ引き上
げて行き、平成２４年度には小学校３年生まで拡大します。

課

7,395

4,861

達成
目標

生活支援

3,707

通番

No.

22

管理

通番

　母子家庭の母と児童、父子家庭の父と児童及び両親のいない児童を養育している養
育者とそのお子さん（１８歳まで）で一定の所得以下の方に対し、医療機関に受診し
た際の自己負担額（保険適用分）を全額助成することにより、経済的負担を軽減しま
す。

保健福祉部

その他
の課題

実　施
計　画

○

課

3,054

部

生活支援

保険年金課

人件費相当額
(千円)

　市民及び関係者に向けた健康に関する講演会を行ったり、関係機関を含めた健康増
進等検討会の開催、また、市民まつりでの健康相談コーナー設置による個別相談対応
などを行います。 保健福祉部

５つの
宣　言

講演会開催4回、検討会開催4回、相談件数40件

事業費総額
(千円)

課

2,285

その他
の課題

部

管理

No.

人件費相当額
(千円)

事業費
(千円)

達成
目標

受診者数　864人

健康づくり課

達成
目標

本年度（平成２１年度）の事業目標

1,000人に対する医療費の自己負担額（保険適用分）の支給

120

653

6



事業名称等 事
業
分
類保険証一斉更新事業

事業名称等 事
業
分
類重度心身障害者医療費支給事業（市単独分）

20,145

人件費相当額
(千円)

課

部門 生活支援

５つの
宣　言

実　施
計　画

653

その他
の課題

○

部

20,798

達成
目標

人間ドック受検者　年間500人　受検率100％

通番 管理

人件費相当額
(千円)

事業費総額
(千円)

No.

事業費
(千円)

達成
目標

27

事業
内容

　身体障害者１級または２級等の重度障害者の方が医療機関を受診した際の自己負担
額（保険適用分）を助成することにより、経済的負担を軽減します。

125

本年度（平成２１年度）の事業目標

保険年金課

事業費総額
(千円)

2,481

○

部

17,030

保険年金課

事業費
(千円)

課

5,908

本年度（平成２１年度）の事業目標

管理

26

事業
内容

　様々な疾病を早期発見、早期予防するために、35歳以上の国民健康保険被保険者に
対して、人間ドックを市立病院にて実施します。

保健福祉部

生活支援部門

19,511

1,000人に対する医療費の自己負担額（保険適用分）の支給

実　施
計　画

保健福祉部

その他
の課題

事業名称等

124

５つの
宣　言

健康診査事業（国保）

44,439

事業名称等 事
業
分
類

人件費相当額
(千円)

通番

部

事業費総額
(千円)

No.

事業
内容

達成
目標

特定健康診査　45%
特定保健指導　30%

事
業
分
類

　高齢者の医療の確保に関する法律第20条により、保険者は、特定健康診査等実施計
画に基づき、40歳以上の加入者に対し、特定健康診査を行うこととなりました。ま
た、同法律第24条では、同様に特定保健指導を行うこととなりました。
なお、標準に追加する健診として、「尿酸」、「尿素窒素」、「クレアチニン」を
行っています。

特定健康診査等事業

部門

課

123

本年度（平成２１年度）の事業目標

25

通番 管理

達成
目標

6,752

979
人件費相当額

(千円)

その他
の課題

５つの
宣　言

No. 実　施
計　画

38,531
事業費
(千円)

更新数　18,953人

事業費総額
(千円)

保健福祉部

○

保険年金課

生活支援

○

生活支援

その他
の課題

　国民健康保険被保険者証を2年に1度更新します。

事業費
(千円)

5,773

保健福祉部

実　施
計　画

５つの
宣　言

保険年金課

本年度（平成２１年度）の事業目標

部

部門

課
事業
内容

122

No.

通番 管理

24

7



生活支援

158

課

保健福祉部

事業費
(千円)

部

部門

事業
内容

人件費相当額
(千円)

事業費総額
(千円)

５つの
宣　言

その他
の課題

延べ利用回数　74枚

909

本年度（平成２１年度）の事業目標

　介護予防・閉じこもり予防の視点から、75歳以上で心身の健康維持を図るため、は
り・きゅう・マッサージなどの施術を受ける方に対して、その費用の一部を助成しま
す。

751
達成
目標

No.

129

実　施
計　画

31

通番 管理
事業名称等 事

業
分
類はり・きゅう・マッサージ助成事業 ○

達成
目標

延べ利用回数　74枚
685

人件費相当額
(千円)

事業費総額
(千円)

990

事業費
(千円)

高齢介護課
事業
内容

　加齢、心身の障害、疾病等の理由により理容店や美容店に出向くことが困難な高齢
者に対して、在宅で理容・美容サービスを受けられることにより、心身ともに快適な
生活をおくることのできるよう、出張理容・美容サービス券を交付します。

部門

部

305

課

保健福祉部

生活支援
本年度（平成２１年度）の事業目標

その他
の課題

事業名称等

事業名称等

261

実　施
計　画

保健福祉部

261

2,252

事業費総額
(千円)

５つの
宣　言

その他
の課題

人件費相当額
(千円)

事
業
分
類

2,252

事業費
(千円)

部

○

課

通番 管理

No. 実　施
計　画

事
業
分
類

その他
の課題

延べ利用回数１５０回

事業名称等

移送サービス事業

部門

事業
内容

達成
目標

管理

28 126

事業
内容

達成
目標

事
業
分
類寝たきり高齢者出張理容・美容サービス事業

人件費相当額
(千円)

○30

No.

通番

128

管理

127

No.

29

　高齢者の介護を施設依存型にしないよう、住み慣れた地域社会の中で生活していく
ための移動手段の確保と、福祉輸送の供給不足の解消及び低所得者に対する救済とし
て、通院や入退院等の際の移送手段を、ハンディキャブの運行により無償で提供しま
す。
  なお、この事業は、有利な財源の活用のため、平成21年度に予定していた事業につ
いて、財源充当が可能な地域活性化・生活対策臨時交付金を平成20年度補正予算で充
当し、事業費2,000千円の予算を繰越して平成21年度に実施します。

本年度（平成２１年度）の事業目標

通番

部

○

本年度（平成２１年度）の事業目標
部門

　国民健康保険事業特別会計の事業安定化のため、繰入金の適正化に努めます。
　なお、昨年度同様保険税の見直しを検討するとともに、特定健康診査等実施計画に
基づき、保険給付費の抑制に努めるための事業を展開します。

保険税の見直しの検討及び保険給付費の抑制についての具体策の検討を踏まえた繰入
金の適正化

高齢介護課

事業費
(千円)

課

５つの
宣　言

生活支援

事業費総額
(千円)

保健福祉部

0

高齢介護課

５つの
宣　言

実　施
計　画

生活支援

0

保険年金課

国民健康保険事業特別会計繰入金の適正化

8



家族介護支援事業

管理

131

13032

No.

本年度（平成２１年度）の事業目標

事業名称等

34

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定事業

保健福祉部

1,632

課

○

事
業
分
類

５つの
宣　言

生活支援

実　施
計　画

No.

管理通番
事業名称等

課 高齢介護課

事業
内容

　計画の進行管理及び改定に関することを所掌事務としている三浦市介護保険事業推
進委員会に、概ね１０月及び３月に計画の進行状況等の報告に基づく協議をお願い
し、第4期計画の進行管理します。なお、計画初年度のため、年度当初に１回多く開催
します。

○

部門

達成
目標

部

高齢介護課

事業費
(千円)

0

本年度（平成２１年度）の事業目標

第4期計画実施・計画進行管理 人件費相当額
(千円)

事業費総額
(千円)

本年度（平成２１年度）の事業目標

事業
内容

部

○

通番
事業名称等 事

業
分
類

1,174

実　施
計　画

事業費総額
(千円)

部門

人件費相当額
(千円)

５つの
宣　言

685

事業費
(千円)

保健福祉部

実　施
計　画

その他
の課題

生活支援

588
事業費
(千円)

その他
の課題

1,859

５つの
宣　言

事
業
分
類

生活支援

保健福祉部部

196

784
事業費総額

(千円)

人件費相当額
(千円)

相談実施件数108件
理由書作成件数24件

事業
内容

　高齢者とその家族等が快適かつ安心して家庭内で暮らすことができるよう支援する
ために、住宅改修に関する相談・助言や住宅改修に関する関係機関との連絡調整、施
工後の評価等といった住宅改修に関する一連の流れの中での支援を行います。また、
介護支援専門員等が介護保険住宅改修費の支給申請に係る理由書を作成した場合に、
その手数料を支払い、利用者の希望に添った住宅改修が適切に行われるよう支援を行
います。

達成
目標

通番 管理

No.

132 住宅改修支援事業

家族介護教室　教室を年6回開催
徘徊高齢者SOSネットワーク　新規登録者5名
介護用品購入助成　延べ利用数174回
家族介護慰労　対象者2名

達成
目標

1,632

33

部門

課

　高齢者を介護する家族等の支援や、高齢者が安心して地域で暮らす権利を守るため
の事業を行います。
【家族介護教室】
・具体的介護方法等についての教室開催や介護相談等に応じます。
【徘徊高齢者SOSネットワーク】
・徘徊する高齢者を登録し、関係機関と連携したネットワークで早期発見し保護を行
います。
【介護用品購入助成】
・低所得介護者支援のため、介護用品購入費の一部を助成して経済的な支援を行いま
す。
【家族介護慰労】
・要介護者を在宅で介護している家族に対して、家族介護慰労金を支給することによ
り、経済的な支援を行ないます。

高齢介護課

その他
の課題

9



人件費相当額
(千円)

事
業
分
類

保健福祉部

老人福祉保健センターの運営方法の継続的検討

高齢介護課

0
事業費
(千円)

実　施
計　画

事業費総額
(千円)

事業費総額
(千円)

高齢介護課

947

947

事業費
(千円)

部

○

0

達成
目標

通番 管理

本年度（平成２１年度）の事業目標

　現在指定管理者を導入している老人福祉保健センターについて、指定管理者を決定
し指定管理者制度による施設運営を継続します。
　また、引き続き指定管理者制度の継続、譲渡（民営化）又は廃止の運営方法につい
て部内で検討します。

三浦市立病院改革プランの実施38 140

36

達成
目標

本年度（平成２１年度）の事業目標

　三浦市立病院改革プランに従い、経営改善を進めるとともに、地方公営企業法の全
部適用準備を行う。

平成22年以降の同センターの指定管理者の決定
部内での検討着手

管理

達成
目標

No.

達成
目標

病院経営の医業収支の均衡

○

生活支援

31,138

31,138

部

事業費
(千円)

市立病院

0

課

人件費相当額
(千円)

事業費総額
(千円)

庶務課

部門

通番

事業
内容

５つの
宣　言

事業名称等
実　施
計　画

その他
の課題

246

本年度（平成２１年度）の事業目標

　現在指定管理者を導入している高齢者ふれあいセンターについて、指定管理者を決
定し指定管理者制度による施設運営を継続します。
　また、引き続き指定管理者制度の継続、譲渡（民営化）又は廃止の運営方法につい
て部内で検討します。

部門

課
事業
内容

37 高齢者ふれあいセンターの運営方法の継続的検討

979

課

その他
の課題

生活支援

５つの
宣　言

事業名称等 事
業
分
類

管理

No.

事業
内容

134

No.
事業名称等

2,807

保健福祉部

部門

人件費相当額
(千円)

3,710

その他
の課題

実　施
計　画

高齢介護課

903

部

課

生活支援

事業費総額
(千円)

事
業
分
類

市が家庭裁判所に申し立てを行う対象者　２人

通番

979

事業
内容

人件費相当額
(千円)

平成22年7月以降の同センターの指定管理者の決定
部内での検討着手

○

５つの
宣　言

その他
の課題

本年度（平成２１年度）の事業目標

実　施
計　画

○

No.
事業名称等 事

業
分
類

５つの
宣　言

成年後見制度利用支援事業

部

事業費
(千円)

保健福祉部

生活支援部門
　認知症等で判断能力が不十分で意思決定の困難な身寄りのない高齢者等で、財産管
理等を行うための後見人が必要な方が、地域で自立した生活を送れるよう、本人に代
わって後見人等が財産管理等について保護支援を行います。

13335

管理通番

10



通番 管理

事業名称等 事
業
分
類消防団員被服整備事業

事業名称等 事
業
分
類

防火衣　50着
安全帽　50着

No.

42

本年度（平成２１年度）の事業目標

本年度（平成２１年度）の事業目標

部

事業費
(千円)

事業
内容 課

人件費相当額
(千円)

○

144 消防本部適正配置検討事業

達成
目標

本年度（平成２１年度）の事業目標

部

　老朽化した消防庁舎を建て替え、耐震整備し地震災害時における消防本部機能の確
保を図るとともに、平成18年に国が方針を示す消防の広域化との整合を図り、消防本
部の配置場所、規模及び他の分署との統合についての検討をします。 消防本部

1,142
実施に向けた計画検討

0
事業費
(千円)

達成
目標

事業
内容

市立病院機種選定委員会において決定した機器の購入

No.

実　施
計　画

生活支援部門

その他
の課題

592
人件費相当額

(千円)

事
業
分
類

実　施
計　画

部

事業費
(千円)

消防庶務課

1,142

人件費相当額
(千円)

事業費総額
(千円)

○

事業費総額
(千円)

部門

消防庶務課

　消防団員の防火衣・安全帽を計画的に入れ替え整備し、消防団活動における安全性
の向上を図ります。

達成
目標

事業
内容

消防本部

4,410

実　施
計　画

4,638

生活支援

課

事業
内容

５つの
宣　言

その他
の課題

228

○

196

生活支援

課

No.

196

区との事前協議(和田)

５つの
宣　言通番 管理

41 143

達成
目標 事業費総額

(千円)

部門

消防本部

消防庶務課

人件費相当額
(千円)

0

事業費総額
(千円)

20,592

その他
の課題

40

５つの
宣　言通番 管理

142 消防団施設整備事業

事業名称等

　地震災害時の消防団活動の拠点を確保するため、老朽化した消防団詰所の建て替え
をします。

20,000

　市立病院の患者様に、良質で安心できる医療環境を提供するため、診療機能維持を
目的として、医療機器の更新・整備を計画的に進めていきます。

市立病院

生活支援部門

部

課

事業費
(千円)

医事課

本年度（平成２１年度）の事業目標

事業名称等

医療機器整備事業

No.

39 ○

通番 管理
事
業
分
類141

その他
の課題

５つの
宣　言

実　施
計　画
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（部門経営会議庶務担当課　生活支援総務室）

　業績目標は、平成21年4月6日部門経営会議（生活支援政策経営会議）において審議決定後、4月10日政策会議
に報告し、確定したものである。

事業費総額
(千円)

達成
目標

人件費相当額
(千円)

県内共通波基本設計

No.

147

通番

本署消防ポンプ車、第2分団消防ポンプ車

事業
内容

事業名称等

146

管理

43

通番

人件費相当額
(千円)

実　施
計　画

その他
の課題

事業名称等

災害資機材整備事業

1,175

38,492
事業費総額

(千円)

事
業
分
類

５つの
宣　言

警備課

600

196

本年度（平成２１年度）の事業目標

消防本部

事業費
(千円)

部門

事業
内容

部

課

　平成26年度運用開始の消防救急無線のデジタル化に伴い周波数エリアの変更が行わ
れるため、全国的に整備が必要となり、神奈川県については県全体で整備することか
ら各市町村で経費を負担し整備を行い消防救急無線機能の維持を図ります。

404

生活支援

その他
の課題

○

５つの
宣　言管理

部

達成
目標

課

事業費
(千円)

No. 事
業
分
類消防救急無線デジタル化整備事業

　消防機能の維持を図るため、消防ポンプ車等消防車両の適正な入れ替えをします。

44

本年度（平成２１年度）の事業目標

37,317

生活支援部門

警備課

実　施
計　画

○

消防本部
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